
１．重要な会計方針

　（1）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　最終仕入原価法に基づく原価法を採用している。

　（2）固定資産の減価償却方法

　　　　有形固定資産……定額法

　　　　無形固定資産……定額法

　（3）引当金の計上基準

　　　　貸倒引当金……金銭債権の期末残高に対して、破綻債権については個別に全額引当し、

　　　　　　　　　　　　　　その他の債権については税法の法定繰入率により計上している。

　　　　賞与引当金……職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する

　　　　　　　　　　　　　　額を計上している。

　　　　退職給付引当金……職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき

　　　　　　　　　　　　　　計上している。

　（4）消費税等の会計処理

　　　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

科　　目 期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

　基本財産特定預金 500,000 500,000

　土　　　地 138,817,707 138,817,707

　　　小計 139,317,707 0 0 139,317,707

特定資産

　退職給付引当預金 181,902,945 54,516,864 95,902,945 140,516,864

　減価償却引当預金 175,000,000 175,000,000

　　　小計 356,902,945 54,516,864 95,902,945 315,516,864

　　　　合計 496,220,652 54,516,864 95,902,945 454,834,571

5

財務諸表に対する注記



３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

基本財産

　基本財産特定預金 500,000 (500,000)

　土　　　地 138,817,707 (138,817,707)

　　　小計 139,317,707 (500,000) (138,817,707)

特定資産

　退職給付引当預金 140,516,864 (140,516,864)

　減価償却引当預金 175,000,000 (175,000,000)

　　　小計 315,516,864 (175,000,000) (140,516,864)

　　　　合計 454,834,571 (500,000) (313,817,707) (140,516,864)

４．担保に供している資産

　　現金預金

　　　　　　　　　定期預金 19,000,000 円

　　特定資産

　　　　　　　　　退職給付引当預金 86,000,000 円

　　　　　　　　　減価償却引当預金 145,000,000 円

　　　合計250,000,000 円は、当座貸越契約の担保に供している。

５．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

科　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

　　建物 349,415,581 126,152,582 223,262,999

　　建物附属設備 93,886,668 84,591,404 9,295,264

　　構築物 52,380,067 38,427,000 13,953,067

　　機械装置 39,429,535 33,963,640 5,465,895

　　車両運搬具 40,658,713 39,471,886 1,186,827

　　什器備品 66,068,042 53,449,864 12,618,178

合　　計 641,838,606 376,056,376 265,782,230
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